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〔論　文〕
Ⅰ　はじめに
　著者らの研究グループは，2004年に産学協同
で大学発ベンチャーを設立し，以降４年にわた
って，教育支援を目的としたモバイルシステム
の研究開発を行ってきた１）２）。開発したシス
テムは，2004年度夏期～2008年度４月現在で，
延べ約40科目，3,000名を超える受講生を対象
に運用してきた。主な利用校は，大阪大学
（2004年度後期～2008年度），愛媛大学（2004年
度夏期～2008年度），松山大学（2004年度後期
～2008年度），大阪成蹊短期大学（2005年度後
期～2008年度），大阪成蹊大学（2006年度），阪
南大学（2007～2008年度）などである。
　さらに2007年度からは，阪南大学前田利之教
授を中心とした研究グループによる「医療組織
での携帯端末の活用による医療リスク防止のた
めの研究」が，文部科学省科学研究費補助金に
採択されたのをきっかけに，本システムを医療
分野に適用するための本格的な取り組みも始ま
った。
　本稿では，これまでのモバイルシステムを活
用した教育支援に関する取り組みついて整理す
るとともに，当該システムを医療分野に適用す
る目的で実施したヒアリング結果等について考
察を加えることで，医療サービス支援システム
としての適用分野を特定し，今後の実証研究の
方向性を明らかにする。
Ⅱ　教育支援システムの研究開発背景
とベンチャーの起業
　著者がモバイルシステムによる教育支援につ
いて研究するに至った背景には，大阪大学大学
院経済学研究科博士前期課程で取り組んだ「大
学経営における教員の業績評価・報酬制度の研
究」３）がある。著者はその中で，2002年９月
に，全国の私立大学のうち，全学部の入学定員
が200名を超える393大学を対象に，業績評価等
に関するアンケート調査を実施するとともに，
特色ある大学にはヒアリング調査を実施した。
それらの結果のうち特に注目したのは，外部評
価の導入をはじめ，一種の外圧によって形式的
な授業アンケートを実施していると考えられる
大学が少なくなく，またそうでない場合には，
経営層による一方的な教員評価のための資料収
集が主たる目的であるなど，授業改善活動に直
結するとは考えにくいアンケートを実施する大
学が目立ったことである。
　そうしたことから，授業アンケートが評価の
ための評価に終わることのないよう，とりわけ
学生教育の現場に対して，タイムリーで効果的
なフィードバックが行われるために，身近な
ITを用いたシステムの研究開発が必要である
という結論に至った。そこで，工学系研究者ら
とともに，携帯電話を活用したアンケートシス
テムの研究に着手した。さらに，これを総合的
な授業支援に応用すべく，2004年より，大阪大
学大学院経済学研究科淺田孝幸研究室と，東京
の民間企業２社との，3者による共同研究を実
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施し，その成果を基に産学協同で大学発ベンチ
ャー（資本金1,000万円，その後増資を行い
4,960万円）を設立した。当該ベンチャーの基
幹事業は教育支援システムの開発及び販売で，
経営陣には，代表取締役社長・代表取締役副社
長に上記企業２社の社長が，取締役に著者が，
最高経営顧問に淺田孝幸教授が就任し，産学の
合議によって意思決定する体制をとった。ただ
し，社長，副社長，最高経営顧問のいずれも非
常勤であっため，実質的な役割分担としては，
システム開発を民間のエンジニアが，マネジメ
ント全般を著者が担当した４）。以下では実用化
に成功したモバイルシステムの概要と評価につ
いて述べる。
Ⅲ　システムの概要と評価
１．開発コンセプト
　大学の大衆化が進展する中，毎回の授業で出
席確認や理解度チェックを行うなど，きめ細か
い教育サービスの提供が求められるようになっ
た。また，大学の教育改善に対する意識の高ま
りなどを背景に，多くの大学が授業アンケート
を実施し，学生の意見を収集する努力を行うよ
うになった。しかし，それらの試みには多大な
コストを要するのみならず，結果が教員や学生
にフィードバックされるまでにはかなりの時間
を要するため，学習効果の向上や継続的な授業
改善に役立てるのは困難である。
　この課題を解決すべく，学生のほぼ100％が
所有している携帯電話を活用し，リアルタイム
双方向型コミュニケーションを実現することを
開発コンセプトとした。また，開発・運用コス
トの低減を図ること，微弱な電波環境で一斉に
送受信しても安定的に稼動すること，高いセキ
ュリティーを確保すること，受け身な学生でも
積極的に利用できるようにすることなどを考慮
し，メール機能を利用することとした。
２．システム構成
　開発したシステムは，教員の PCないしは携
帯電話と学生の携帯電話，それらにより送受信
するメール，データベースを処理するサーバー
及びプログラムで構成されている。各種機能の
操作はメールによって行うが，データベースに
格納された情報の一部についてはWeb表示す
る機能も備えている。なお，認証はメールアド
レスとパスワードにより行っている５）～７）。
　搭載されている機能は，①学籍・出席登録機
能，②教員が予め準備をして臨むのではなく，
授業中にその場で問題や選択肢等を出題し，学
生がそれに解答する「クイック式」アンケート
機能，③「クイック式」小テスト機能，④連絡
配信機能である。クイック式での設問は１問で
あるが，1回の授業で何度でも実施できるため，
結果的に複数問の実施が可能である。アンケー
ト機能には，選択式，記述式，選択・理由記述
式の３種類，小テスト機能には，選択式，記述
式，選択・理由記述式，数値入力式の４種類が
ある。ただし，記述式小テストには，正誤判定
機能は付いていない８）。
３．ユーザー評価
　本システムに対するユーザー（学生）による
評価の一例は以下の通りである。
【システム評価に関するアンケート実施例】
実施日：2007年６月７日
実施大学及び学部：阪南大学経営情報学部
実施科目：「会計学入門Ⅰ」
講義担当者：福重八恵
対象：Fクラス出席者46名
質問： このシステムの使いやすさについてどう
思いますか？
選択肢：１　大変使いやすい
　　　　２　まあまあ使いやすい
　　　　３　どちらともいえない
　　　　４　少し使いにくい
　　　　５　大変使いにくい
アンケート結果：「大変使いやすい」を答えた
学生が14％，「まあまあ使いやすい」を答えた
学生が58％，計72％である一方，「少し使いに
くい」を答えた学生が14％，「大変使いにくい」
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を答えた学生はゼロであった。また，使いやす
い点と使いにくい点のそれぞれを記述式アンケ
ートで尋ねたところ，出席登録で複数回のメー
ルを送信することや，連絡配信に対して確認メ
ールを返信することに対し，わずらわしさを感
じる学生が若干いる他は，システムを通して授
業に参加できることや，他の学生の回答結果な
どが返信されること，担当教員から直接メール
で連絡が届くことなど，本システムによるコミ
ュニケーションの双方向性について評価する学
生が目立った。
Ⅳ　医療分野への適用
　以上，これまでに取り組んだモバイルシステ
ムによる教育支援の試みを概観したが，2005年
下期からは，医療分野への応用可能性について
も議論するようになり，2006年２月には，本シ
ステムに用いている技術の一部について，図１
に示す医療分野での運用などを想定し，産学共
同で特許を出願した９）。
　翌2007年には，本システムの研究開発に取り
組んできた大阪大学淺田孝幸教授や阪南大学前
田利之教授，愛媛大学岡本直之准教授をはじめ
とする研究グループによる「医療組織での携帯
端末の活用による医療リスク防止のための研
究」が文部科学省科学研究費補助金に採択され
たのをきっかけに，本システムを医療分野に適
用するための本格的な取り組みが始まった。
　2007年度は，主として，医療サービス支援シ
ステムとしての適用分野を特定するため，当該
分野における支援ツールのサーベイと，医療従
事者等へのヒアリング調査を実施した。主なリ
サーチ活動は以下の通りである。
⑴2007年９月３日
　場所：愛媛大学
　内容： 医療支援システムに関する講演の聴講
及びヒアリング
　担当者：株式会社パルソフトウェアサービス
　　　　　 サービス事業部　大西雅人様，渡邊
和允様
　参加者： 淺田孝幸（大阪大学），歌代豊（明
治大学），岡本直之（愛媛大学），崔
英靖（愛媛大学），中田範夫（山口
大学），前田利之（阪南大学），松本
有二（静岡産業大学）
⑵2007年９月６日
　場所：岐阜大学付属病院
　内容： 医療安全管理の実態に関する講義の聴
講及びヒアリング
　担当者：中口節子師長，山本眞由美教授
　参加者： 淺田孝幸（大阪大学），伊佐田文彦
（名古屋商科大学），歌代豊（明治大
学），岡本直之（愛媛大学），崔英靖
（愛媛大学），中田範夫（山口大学），
前田利之（阪南大学），福重八恵
（阪南大学）
⑶2007年９月７日
　場所：岐阜大学付属病院
　内容： 医療現場視察及び電子カルテに関する
ヒアリング
　担当者： 中口節子師長，紀ノ定保臣教授，山
本眞由美教授
　参加者： 淺田孝幸（大阪大学），歌代豊（明
治大学），崔英靖（愛媛大学），中田
範夫（山口大学），前田利之（阪南
大学），三浦徹志（大阪成蹊短期大
学），福重八恵（阪南大学）
⑷2007年12月１日 
　場所：国立山陽病院
　内容： リスクマネジメントに関する講義の聴
講及び現場視察
　担当者：杉和郎副院長
　参加者： 岡本直之（愛媛大学），崔英靖（愛
媛大学），中田範夫（山口大学），前
田利之（阪南大学），松村真宏（大
阪大学），福重八恵（阪南大学）
⑸2008年２月28日
　場所：西会津保健センター
　内容： 在宅健康管理システムの導入・運営に
関するヒアリング及び現場視察
　担当者：西会津保健センター
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患者本人
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患者家族 
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看護師 
病状の確認や患者の状況把握
受付・医療事務 
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手続きの簡素化・合理化 
待ち時間の軽減 
問合せの合理化・利便化 
既存の医療システム 
病状の確認や患者の状況把握
医師 
社会福祉士
各種相談 
WEB Mail
カウンセラー
各種相談 
WEB Mail
診療受付・順番通知 
問診票・診療案内
病状経過 の報告 
不安・心配事 問合せ 
本システム用サーバー
ないしはホスティング利用 
本システムのデータは極めてシンプルであるため、
データベース間で簡単にデータ転送ができる。  
データを同期させることも難しくはない。 
携帯メール
ユーザーベース＝患者ベースの自動コミュニケーション・サービス
本システムの中核
WEB
サポート 
フィードバック
フィードバック
図１　システム運用事例
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　　　　健康支援係長　新田幸恵様
　参加者： 岡本直之（愛媛大学），前田利之
（阪南大学），松本有二（静岡産業大
学），福重八恵（阪南大学）
⑹2008年３月４日
　場所：熊本県植木町健康福祉センター
　内容： 産官学の連携による健康支援活動の取
り組みに関するヒアリング
　担当者： 九州看護福祉大学福本久美子准教
授，植木町役場スタッフ，株式会社
熊本健康支援研究所スタッフ
　参加者： 中田範夫（山口大学），前田利之
（阪南大学），福重八恵（阪南大学）
⑺2008年３月４日
　場所：日本赤十字社熊本健康管理センター
　内容： 日本赤十字社熊本健康管理センターと
熊本県庁との連携による健康履歴管理
システムの導入と運営に関するヒアリ
ング
　担当者： 日本赤十字社熊本健康管理センター
スタッフ，熊本県庁スタッフ
　参加者： 中田範夫（山口大学），前田利之
（阪南大学），福重八恵（阪南大学）
Ⅴ　システムの運用パターンと評価
１．システムの運用パターン
　医療サービス支援システムとしての適用分野
を特定するために実施した，当該分野における
支援ツールのサーベイと，医療従事者等へのヒ
アリング調査から，モバイルシステムの運用パ
ターンとして，以下の候補が挙がってきた。
⑴　コミュニケーションシステムとしての運用
① 　医師と患者のコミュニケーションサポート
を中心とした運用
② 　看護師や保健士などのケアスタッフと患者
のコミュニケーションサポートを中心とした
運用
③ 　栄養士などの指導スタッフと患者のコミュ
ニケーションサポートを中心とした運用
⑵　院内システム等としての運用
① 　インシデントレポートシステムとしての運
用
②　処方箋システムとしての運用
２．運用パターンに対する評価
　「医療組織での携帯端末の活用による医療リ
スク防止のための研究」では，第３期に当たる
2009年度にシステムの実証実験を行う計画にな
っている。実証フィールドは，2008年度より本
研究に参画されることとなった，岐阜大学医学
系研究科の紀ノ定保臣教授と岐阜大学保健管理
センターの山本眞由美教授のご支援により，同
大学を予定している。2008年度は，システム開
発を中心に実証準備を進める計画であることか
ら，システムの適用分野を特定するため，前述
の調査結果からあがってきた運用パターンにつ
いて，試験的運用の可能性と意義の観点から，
両教授にヒアリングの形で評価を依頼した。ヒ
アリングは2008年３月８日，大阪大学中之島セ
ンターで実施した。以下ではその結果について
まとめる。
⑴　コミュニケーションシステムとしての運用
① 　医師と患者のコミュニケーションサポート
を中心とした運用について
　糖尿病をはじめとする生活習慣病の専門医な
どによる日常生活サポートに導入することが考
えられる。総合病院では急性期への対応の観点
などから外来患者の削減が求められているた
め，試験運用の意義はあると考えられる。岐阜
大学病院の糖尿病専門医に協力を仰ぎ，担当患
者をそれぞれ数名ずつ募るなどして実証研究を
行うことが可能と思われる。
　また，いわゆるかかりつけ医による末期癌患
者や寝たきりの患者に対する在宅サポートに導
入することも考えられる。患者や家族への安心
の提供のみならず，医療費削減の効果も期待で
きる。
　この他，医師不足対策の観点から僻地医療に
導入することも意義が大きいと思われる。候補
地としては下呂市などが考えられる。
　しかし，上記のいずれも，現行の診療報酬制
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度下では点数化されないことが，システム導入
時の障害になると予想される。
② 　看護師や保健師などのケアスタッフと患者
のコミュニケーションサポートを中心とした
運用について
　退院時における病診連携の促進の面であれ
ば，看護師のみで運用できる領域に限っても効
果が期待できる。しかし，看護師が運用する場
合，通常医師の関与が必要になるケースがほと
んどであるため，むしろ保健師や介護士等と，
患者やその家族のコミュニケーションサポート
として運用する方が，比較的制約が少ないと思
われる。具体的には，メタボリックシンドロー
ム対策として，岐阜県の美濃市や恵那市の一地
域などが候補として考えられる。
　また，予防医療の観点から，学生に対する生
活改善指導に導入することの意義は大きいと考
えられる。岐阜大学を例にとってみると，約
8,000人の学生のうちほぼ10％が肥満であり，
将来糖尿病を発症するリスク層も相当数いる
［図２］。日本人の場合，インスリン抵抗性が出
現後，そのまま肥満を放置すると７年後（非肥
満者でも11年後）には糖尿病を発症する可能性
が高いことが報告されている［図３］。したが
い，早期から生活改善に取り組むことの意義は
極めて大きく，岐阜大学保健センターでの実証
研究を提案することもできる。
③ 　栄養士などの指導スタッフと患者のコミュ
ニケーションサポートを中心とした運用につ
いて
　前述のケアスタッフによるサポートと組み合
わせた運用も可能と考えられる。
⑵　院内システム等としての運用
① 　インシデントレポートシステムとしての運
用について
　看護師が入力する際には画面の大きさが必要
であるため，モバイルを用いることは困難であ
る。また，インシデントレポートは安全管理の
ガイドラインに沿って運用すべきものであるた
め，どのようなシステムでも結合できるという
わけではない。正式導入することが前提での運
用となることから，実証研究のための試験的運
用は不可能である。
② 　処方箋システムとしての運用について［図４］
やせ 普通 肥満 高度肥満
（18.5未満）BMI （18.5～25） （25～30） （30以上）
男子
女子
約18%の女子がやせ，
うち約65%は否定，
うち約18%が
生理困難を自覚 約11%の男子が肥満，
うち約40％に
検査異常値あり
約3％の男子が高度肥満，
うち約80％に
インスリン抵抗性あり
0
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図２　岐阜大学学生の体重指数10）
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　岐阜大学病院では二次元バーコードを発行し
ているため，これをメールで読むことは可能で
ある。どのようなフォーマットになるかわから
ないが，標準化ができれば意義は大きいと考え
られる。
　ただし，開業医や薬局に通信費等を負担させ
るのは不可能と思われる。また，表示方法が不
適切であると事故を引き起こす。加えて患者の
メリットが疑問である。患者にとっては FAXで
も同じであり，薬品情報に関するメールが携帯
図４　処方箋の電子化の検討例12）
患者
医療機関 薬局メールによる疑似照会
処方箋情報 メール転送 医薬品
情報提供
待ち時間の短縮 医薬品の情報がケータイに残る
25
未満25
-26
26
-27
27
-28
28
-29
29
-30
30
-31
31
-32
32
-33
33
-35
35
以上
インスリン抵抗性ある学生の割合(%)
BMI →肥満 →高度肥満
日本人では，インスリン抵
抗性が出現後，肥満者では
約７年で糖尿病を発症．
非肥満者でも約11年で糖
尿病発症することが報告さ
れている．
（Ito C. et al. Mebio, 
17:20,2000.）
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図３　岐阜大学の肥満学生の検査異常例11）
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電話に残ることはマイナスに働く危険性もある。
　ジェネリックの推奨から，将来的には，処方
実施記録を薬局から病院に返してもらう必要が
生じてくると予想されるため，むしろ薬剤師へ
のサポートの方が，ニーズがあるように思われ
る。
Ⅵ　適用分野の特定と実証研究計画
　前節のヒアリングでは，総じて，⑵院内シス
テム等としての運用においては安全性の担保が
困難であり，⑴コミュニケーションシステムと
して運用した方が，現在の業務の効率化など，
システムの導入効果が見えやすく，かつ，サー
ビス向上の観点からも意義が大きいという結論
が得られた。
　中でも，青少年を対象に生活改善指導を推進
する試みは，将来の生活習慣病発症リスクを低
減するとともに，医療費削減の観点からも極め
て意義が大きいと考えられる。文部科学省の平
成19年度学校保健統計調査によると，表１に示
す通り，肥満傾向児の割合は激増の傾向にあ
る。
　とりわけ生活習慣病の中でも，この40年間で
約３万人から700万人程度にまで膨れ上がり，
境界型（予備軍）を含めると2,000万人にも及
ぶといわれる糖尿病は深刻な問題であり，その
予防が国家的な課題となっている（厚生労働省
の発表によると，平成18年11月時点の調査デー
タから，日本国内で糖尿病の疑いが強い人は，
推計820万人である）。
　限られた医療従事者によって，大勢の人々に
きめ細かいサービスを提供しなければならない
予防医療のような分野は，前述した大学の大衆
化に伴う状況と酷似した環境におかれている。
したがい，これまで教育現場において蓄積して
きた基本システムの運用ノウハウを活かすこと
もできる。これらのことから，今後の研究の方
向性として，以下のような実証研究を実施する
計画である。
【実証研究の概要】
⑴研究フィールド
　岐阜大学保健管理センター
⑵対象
　検査異常値の認められる肥満学生
⑶目的
　 モバイルシステムを活用した生活改善指導の
導入による肥満改善効果の測定
　 ─将来における糖尿病発症リスクの低減に関
する検討─
⑷概要
・ 小テスト機能の活用→知識の自己診断→動機
付け→特定連絡配信機能による指導
・ アンケート機能の活用→日常生活の定期的チ
ェック→特定連絡配信機能による指導
・一斉連絡配信機能の活用→各種情報配信
　 ＊指導等コンテンツの研究開発については，
過去の相談・指導記録，もしくは診療記録等
を分析データとして，テキストマイニングを
活用することを検討する。
⑸実証期間
　2009.4～2009.9
　 ＊2008.12～2009.3にシステムの予備実験を実
施する。
⑹評価
　 2009.10に効果測定及びアンケートを実施し，
特徴的な学生には2009.11にヒアリングを実
施する。
Ⅶ　まとめ
　当該実証研究を通じ，より汎用的なシステム
を開発するとともに，コンテンツの充実を図る
ことで，将来的にはサービスの提供範囲を，糖
尿病患者を中心に生活習慣病患者全体に拡充す
ることが可能になると考える。
　かつては，血糖値の計測やインスリンの投与
は，院内でのみ行われる行為であったが，現在
は自宅でもそうした行為が行われるようになっ
ている。このことによる患者のメリットは大き
いと考えられるが，その一方で，生活管理を徹
底しなければ，病状が悪化するリスクも伴う。
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 単位　(％ )
区分
幼稚園 小学校 中学校 高等学校
5歳 6歳 7歳 8歳 9歳 10歳 11歳 12歳 13歳 14歳 15歳 16歳 17歳
昭和52年 … 2.62 3.13 4.27 5.26 5.86 6.46 6.64 5.63 4.91 … … …
　53年 … 2.69 3.12 4.26 5.56 6.16 6.58 6.89 6.12 5.47 … … …
　54年 … 2.81 3.41 4.90 5.69 6.69 7.29 7.00 6.38 5.87 … … …
　55年 … 2.68 3.50 4.96 5.63 6.82 7.35 7.39 6.71 5.91 … … …
　56年 … 2.65 3.25 4.35 5.75 6.77 7.01 7.02 6.53 5.84 … … …
　57年 … 2.87 3.21 4.46 5.87 6.53 7.05 7.27 6.50 6.07 … … …
　58年 … 2.83 3.52 4.88 6.13 6.71 7.47 7.72 6.88 6.47 … … …
　59年 … 3.00 3.39 4.71 5.97 6.84 7.07 7.32 6.79 6.37 … … …
　60年 … 3.12 3.83 4.95 6.20 7.27 7.39 7.68 7.05 6.61 … … …
　61年 … 3.36 3.85 5.26 6.53 7.35 7.78 7.81 7.05 6.59 … … …
　62年 … 3.33 4.22 5.66 6.87 7.76 8.05 8.08 7.38 6.81 … … …
　63年 … 3.65 4.30 5.73 6.82 7.82 8.31 8.44 7.52 7.05 … … …
平成元年 … 3.86 4.60 5.87 7.25 8.16 8.44 8.51 7.89 7.41 … … …
　 2年 … 4.15 4.54 6.36 7.54 8.18 8.52 9.00 8.22 7.73 … … …
 　3年 … 3.87 4.73 6.19 7.55 8.38 8.81 9.29 8.36 7.71 … … …
　 4年 … 4.18 4.70 6.53 7.96 8.78 8.85 9.24 8.48 7.95 … … …
　 5年 … 4.25 4.99 6.52 7.82 9.11 9.30 9.08 8.40 7.92 … … …
　 6年 … 4.27 5.11 6.46 8.08 8.62 9.35 9.28 8.26 7.81 … … …
　 7年 … 4.45 5.37 7.09 8.26 8.81 9.32 9.72 8.77 8.01 … … …
　 8年 … 4.63 5.37 7.09 8.97 9.34 9.77 10.06 8.83 8.04 … … …
　 9年 … 4.81 5.59 7.43 8.88 9.77 10.06 10.25 8.94 8.36 … … …
　10年 … 4.84 5.89 7.42 8.81 9.85 10.07 10.16 9.29 8.48 … … …
　11年 … 4.74 5.84 7.62 9.22 9.86 10.42 10.37 9.28 8.86 … … …
　12年 … 4.81 5.66 7.68 9.17 9.95 10.51 10.68 9.57 8.61 … … …
　13年 … 4.75 5.47 7.76 9.33 9.99 10.61 11.03 9.73 8.85 … … …
　14年 … 4.72 5.72 7.63 8.90 10.06 10.89 11.02 9.79 9.25 … … …
　15年 … 4.64 5.58 7.87 9.00 10.11 10.75 10.76 9.64 8.79 … … …
　16年 … 4.48 5.60 7.64 9.15 9.95 10.24 10.44 9.51 8.83 … … …
　17年 … 4.68 5.52 7.36 8.83 9.48 10.23 10.42 9.25 8.64 … … …
　18年 (2.72) (4.76) (5.24) (7.18) (8.34) (9.46) (9.85) (10.26) (9.16) (8.78) (9.63) (8.41) (8.54)
2.78 5.34 6.03 8.03 9.70 10.20 10.91 11.73 10.36 10.22 11.98 10.98 11.30
　19年 2.87 4.75 6.25 7.80 9.22 10.29 10.58 11.07 9.94 9.50 11.70 11.07 11.08
注）肥満傾向児とは以下の者である。
　１．昭和52年から平成17年は，性別・年齢別に身長別平均体重を求め，その平均体重の120％以上の者。
　２．平 成18年からは，以下の式により性別・年齢別・身長別標準体重から肥満度を求め，肥満度が20％以上の者。 
肥満度＝（実測体重－身長別標準体重）/ 身長別標準体重　× 100（％）
　３．平成18年度上段（　）内は、平成17年度以前の算出方法により算出した出現率である。
表１　年齢別肥満傾向児の出現率の推移13）
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こうしたリスクは，血糖値の測定ミスやインス
リンの投与に伴う事故のような重大なリスクと
は見なされにくいが，全ての患者が日常的に抱
えているリスクとみることもできる。中には，
リスクとしての意識が低い，もしくは意識して
いても，誤った知識によってリスクを増大して
いる患者も存在すると予想される。
　生活習慣病に関しては，院外のフォロー，す
なわち生活改善サポートを伴ってこそ，治療の
効果も増すと考えられる。また，何より予防が
重要であることはいうまでもない。前述の通
り，大学生で既にインスリン抵抗性の出現がみ
られる場合，20歳代後半から30歳代で糖尿病を
発症する危険性がある。つまり，そのまま放置
すれば，2008年度から義務化された特定健診・
特定保健指導の対象になる年齢時には，既に糖
尿病を発症していることになる。これらのこと
から，生活改善指導・健康教育を，より早期か
ら効率的かつ効果的に実施すべく，ITを活用
する意義は極めて大きいと考えられる。
　モバイルの活用には，ユーザーインターフェ
イスの面で課題は残るが，デジタルペン14）～18）
との併用による解決なども考えられるであろ
う。今後の研究を通して，より詳細な検討を加
えていきたい。
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